
（該当業務： ）

）

）

③

(①または②の場合)

年度

根拠条例等

根拠法令要綱等

①教育相談活動を通し、青少年・保護者・教職員の心のケア、悩みの軽
減・解消を図る。
②教育相談を行い心のケアを図ることにより、自尊感情を高め、心豊かな
生活を送れるようになる。

事業の対象（誰に対して・何に対して）

教育相談員を２名配置（教育相談員は、はればれ教室の業務も実施）し、以下の活動を行う。
①教育相談活動を通し、青少年・保護者・教職員の心のケア、悩みの軽減・解消を図る。
②教育相談専用電話回線を設置し,教育相談員が対応できるようにするとともに、全児童生徒へ教育相談カレンダーを配布
することにより相談窓口の広報、周知を行う。

根拠法令要綱等

Ｂ Ｃ

年度未定

青少年センター条例第３条、西脇市青少年センター条例施行規則

②

完了予定年度事業開始年度 概ね平成２

平成21年度の実施内容・成果

基
本
事
項

教育員会

事務事業名

行動計画掲載

総事業費 百万円 百万円 百万円

平成21年度の実施内容・計画どおり実施できなかった理由

企画政策課
意 見

百万円

市 長 指 示 事 項 等

以降

展開方針
（年度別の事業内容）

平成20年度（参考） 平成21年度 平成22年度 平成23年度

青少年健全育成活動の推進

款01

02

法令名・根拠条文

目

事業の内容（目的達成のための手段・方法）

◆◇◆ 事 務 事 業 評 価 票 ◆◇◆

教育費

05 社会教育費項

01 一般会計財
務
科
目

人間力を培う教育環境の充実

基 本 政 策

垣内宏康

事業の目的（どういう状態にしたいのか）

青少年ｾﾝﾀｰ費

課名

青少年ｾﾝﾀｰ

番号 所属長名

03

03

総
合
計
画

部名

教育相談事業

枝番号

10

会計心豊かな人が育ち、いきいきと活躍できるまち

事
務
事
業
の
概
要

百万円 百万円

Ａ

確 認 項 目

政 策

施 策

優先度◆◇◆ 総合計画・行動計画 施策シート ◆◇◆

委託の場合

不登校、進路、友だち、いじめ、しつけ等、悩みを持つ青少年、保護
者、教職員

①

根拠条例等

補助・単独

実施形態

正規職員が関与すべき法的義務性

国・県の補助金有り 市単独

なし あり

直営 一部委託 その他（補助・負担金全部委託

入札 随意契約（契約先：

① 計画どおり進んでいる。

② おおむね計画どおり進んでいる。

⑤ 完了・達成（計画事業の終了）

③ 着手しているが、計画よりも遅れている

④ 計画どおり着手していない。

総合計画対象事業

市長公約・懸案事項

議会確認事項

Ａ Ｂ Ｃ

新規 継続 単年度

市単費上乗せ

義務実施事業

努力義務実施事業

任意実施事業

経常 臨時
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【１次評価】 評価実施：平成21年度

【２次評価】 評価実施：平成21年度

【３次評価】

各学校にカウンセラーが設置されているが、不登校問題をはじめ、相談件数は増加している。ま
た、子供の数が減少している中で相談件数が増加していることから、状況は悪化していると言える。
それに対応する教育相談員の配置は必要であり、その役割は重要となっている。

評価結果

判
断
理
由

改
善
策

５ 市民ニーズの把握

改
善
策

相談員の配置について、毎年、相談内容の分類や統計をとり、事業分析を行い見直すこととし、適正な配置を行う必要が
ある。
当該事業については、「はればれ教室」事業との関わりが大きく、事業費の大半を占める相談員の人件費を一体化し、事
務の効率化を検討する必要がある。

評価結果 判
断
理
由

改
善
策

判
断
理
由

評価結果 相談件数は年々増加傾向にあり、不登校に関する相談が全体の約３割を占め、ついで親子関係が約１割と
続いている。また、不登校児童生徒も増加傾向にあり、小学校での出現率が増えている。20年度より教育相談
員１名を常勤とし、非常勤職員１名の計２名（教育相談・はればれ教室と連携している）で対応しているが、今
後とも不登校児童生徒が学校に戻れるように学校・保護者と連携していく必要がある。

不登校の要因は一概には言えないが、教師への指導助言を繰り返しながら、初期対応の必要性
を指導し、教師と保護者との信頼関係を築くとともに、相談員との連携のもとで不登校児童生徒が
出ない環境づくりを今後も継続していく。

４
３

実施主体の妥当性

受益者負担の適切さ

評 価
ポイント

事業の優先度（緊急性）

直接のサービスの相手方
５
１

事業の必要性

受益者負担の適切さ

面接相談件数

相談件数

電話相談件数

開催日数

相談日開設日数

目標値
実績値

達成度

相談件数
目標値

単価

実績値

達成度
目標値

12千円 8千円 8千円
149件実績値

達成度

5千円 6千円

242日

947

0

947

特定財源

活
動
指
標

（
目
標

）

単価

名称

説明

名称

説明

一般職員所要人員 (B) 人

特定財源

一般財源

事業費(決算額) (A)

677 940

0 0

947

22年度

0

0

単位

千円

0

一般財源

649

947

0

667

667

18年度 19年度 20年度 21年度

649

事
務
事
業
デ
ー

タ (C) 千円 633

940

(A')事業費(予算額または見込額）

886

886

0

677

649

649

475

0.06

475

1,124 1,361総コスト[(A)+(C)] (D) 千円 1,282

受益者負担額 (E) 千円 0 0 0

実績値

受益者負担率[(E)/(D)] (F) ％ 0.0% 0.0% 0.0%

22年度

244日 244日
5千円

18年度 19年度 20年度 21年度

①

②

275件
4千円 5千円

達成度

目標値

名称

説明

名称

283件

５
５
１ 実施主体の妥当性

市民ニーズの把握 ３

単価

一般人件費[平均給与×(B)]

②
163件

説明

105件

成
果
指
標

（
目
標

）

①
5千円単価
254件

0.08 0.06

242日
242日

総
合
評
価

総
合
評
価

総
合
評
価

１評 価
ポイント

事業の優先度（緊急性） ４ 事業の必要性

直接のサービスの相手方 １

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止
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